
市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[155,014円]
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ラスパイレス指数 [97.4]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [10.32人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [18.2%]
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将来負担の状況

将来負担比率 [108.4%]
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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財政構造の弾力性

人件費・物件費等の
状況

給与水準
   （国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

多可町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

40以下

60

80

100

120

140以上

分析欄
●財政力指数
　地場産業の低迷や民間企業の立地が少ないことや、町の面積の大部分が森林や農地が占め
ていることなどから、法人町民税や固定資産税をはじめとした町税収入が少ないことで財政基盤
が弱く、類似団体平均をかなり下回っている。
●経常収支比率
　公債費の償還がピークを迎えている状態で、経常一般財源が減少したことにより、前年度より
１．３％悪化し、９４．５％となっている。施設の統廃合を進め、経常経費の削減することで、改善
するよう努めていく。
●人口１人当たり人件費・物件費等決算額
　合併後間もないため、定員適正化の途上であることや、合併により多くの施設が存続している
ため、施設の維持管理経費がかさみ、類似団体平均数値と比較すると大幅に上回っている。今
後は公共施設のあり方の検討会等での議論を踏まえ、施設の統廃合を進め、経常コストの低減
を図る。
●将来負担比率
　地方債現在高の約半分は、交付税算入のある起債であり、さらに合併後の起債については、
合併特例債を中心としつつ、残高の削減に努めているが、依然として類似団体平均より多額と
なっている。このため、今後も財政計画に基づき、投資的事業の優先度を考慮しながら新規発行
を最小限に抑制し、地方債残高の削減を図る。

●実質公債費比率
　過去から交付税算入のある起債を中心に借入を行っており、近年は低い数値を示してきたが、
合併特例事業の実施や一般財源の減少により、昨年度より１．５％悪化している。今後とも新規
事業については交付税算入のある合併特例事業を中心に実施するとともに、借入額を抑制する
ことにより実質公債費比率の抑制に努める。
●人口1,000人当たり職員数
　現在は類似団体平均よりも多いが、「集中改革プラン」に沿って、職員数の削減を進めており、
１０年間で６０名の削減を行い、類似団体平均の水準となるよう努める。
●ラスパイレス指数
　現在類似団体平均よりも若干高い数値を示しているが、給与や諸手当の見直しを行っているこ
とから、今後は改善していく予定であり、さらに定員管理とあわせ、人件費の適正化に努める。


